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要旨 

近年様々な弊害が指摘されるようになったふるさと納税の実態をあきらかにし、その改善

の方策を探ることを目的とする。主として北海道下の市町村データを用いて、返礼品送付の

現状、ふるさと納税制度が市町村財政に及ぼす影響をみた。結果として、過疎地域を多く抱

える北海道下の市町村でも，2015 年度を対象に分析してみると、赤字となる市町村が続出

していることがわかった。2017 年４月に総務省は返礼割合を３割以下にすべきという新た

な通知をおこなった。今回の通知のように、返礼割合のガイドラインを決めることで、自治

体間返礼品競争の過熱が抑制できれば、自治体が公益活動に使える手取りも増えることに

なるだろう。 

 

感想 

私がこの論文に興味を持ったのは、父が最近ふるさと納税を始めて、返礼品が家に届くよう

になったからである。やはり、自分の興味のある土地だったり、返礼品がよかったりする場

所でふるさと納税を頼んでいる。 

あまり詳しくはないが、財政赤字を抱える泉佐野市が割に合わない返礼品を準備して問題

になったことが記憶にある。たしかに、地場ブランドでないのは問題であろう。利益を出す

ために違う場所のものを利用しているのにも関わらず、赤字が出る可能性もある。では、馬

路村のゆずを使った商品など、地域が力を持つぐらい、つまり地域がブランドとして確立で

きるくらいのものであればどうであろうか。 

ふるさと納税は、制度が出来た時から様々な課題を抱えている。見直しながら、自治体が資

金活用の手段として活用しつつ、国民の生活がより豊かになるものにしていく必要がある

だおる。 


